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（１） 2025年に向けた医療提供体制の確保（１１億９７１万円）

ア 病床機能の確保等（2億4,812万円）

・2025年に向けた医療機能確保事業（病床及び地域中核病院関係） 4,464 万円

・地域中核病院支援事業 2億348 万円

イ 地域における医療連携の推進（5,122万円）

・2025年に向けた医療機能確保事業（医療資源連携・ICT関係部分） 3,619 万円

・在宅医療連携推進事業 ＊ 317 万円

・ICTを活用した地域医療ネットワーク事業 1,186 万円

ウ 人材確保・育成（7億5,821万円）

・2025年に向けた医療機能確保事業（医療人材等確保関係） 56 万円

・看護人材確保事業 4億8,341 万円

・横浜市医師会立看護専門学校再整備事業 2億4,418 万円

・産科医療対策事業　＊ 2,153 万円

・在宅医療推進事業　＊ 540 万円

・医療政策人材育成事業 313 万円

エ 総合的な市民啓発の実施（5,215万円）

・2025年に向けた医療機能確保事業（保健医療プラン・啓発関係） 504 万円

・医療に関する総合的な市民啓発推進事業 508 万円

・地域医療を支える市民活動推進事業 994 万円

・その他広報関係事業　＊ 3,210 万円

（２） 在宅医療の充実（４億５５１万円）

ア 在宅医療の推進（4億551万円）
・在宅医療推進事業　＊ 3億6,207 万円

・在宅医療連携推進事業　＊ 4,345 万円

（３） 地域医療の充実・強化（２５億２，６７９万円）

ア がん対策の推進（1億5,440万円）

・総合的ながん対策推進事業　＊ 1億5,440 万円

イ 脳卒中・心血管疾患対策、疾病の重症化予防対策（452万円）

・疾患別救急医療体制事業　＊ 227 万円

・疾病対策推進事業 225 万円

ウ 産科・周産期医療、及び小児医療（4億6,344万円）

・産科医療対策事業　＊ 1億4,471 万円

・小児救急医療対策事業　＊ 2億3,613 万円

・周産期救急医療対策事業　＊ 8,260 万円

エ 歯科保健医療の推進（9,241万円）

・歯科保健医療推進事業 9,241 万円

平成30年度予算体系図

・一万円未満は、四捨五入しているため、合計欄と一致しない場合があります。

・＊印を付している事業については再掲箇所があります。
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オ　救急医療（15億9,188万円）

・救急医療センター運営事業 4億4,005 万円

・初期救急医療対策事業　＊ 4億2,305 万円

・二次救急医療対策事業 3億7,808 万円

・小児救急医療対策事業　＊ 2億3,613 万円

・周産期救急医療対策事業　＊ 8,260 万円

・疾患別救急医療体制事業　＊ 227 万円

・精神疾患を合併する身体救急医療体制事業 1,499 万円

・その他の救急医療対策 1,473 万円

カ　災害時医療（6,362万円）

・災害対策訓練事業 58 万円

・震災等医療事業 5,788 万円

・横浜救急医療チーム（YMAT）運営事業 516 万円

キ　先進的医療の充実（1億5,000万円）

・横浜臨床研究ネットワーク支援事業 1 億円

5,000 万円

ク　国際化への対応（653万円）

・医療の国際化推進事業 355 万円

・初期救急医療対策事業　＊ 298 万円

（４）　医療ビッグデータの活用（９７４万円）

ア　医療ビッグデータ活用システムによる分析

イ　ナショナルデータベース（NDB)の活用

・医療ビッグデータ活用事業 974 万円

～ その他医療局予算 ～

・医療局人件費 6億4,300 万円

・医療総務諸費 2,906 万円

・医療政策推進事業 1,308 万円

・医療機関整備資金貸付事業 1億3,763 万円

・横浜市保健医療協議会 77 万円

・病院事業会計繰出金      68億1,872 万円

（５）　市立病院の取組と経営（地方公営企業法の全部適用）
（参考）病院事業会計（収益的収入・支出及び経常収支）

一 般 会 計 108億9,576万円
介 護 保 険 事 業 費 会 計 3億6,207万円

・横浜市立大学におけるがん研究への支援　＊

医 療 局 分 平成30年度予算額

339 億 8,597 万円 354 億 8,730 万円 2 億 7,177 万円

市 民 病 院 230 億 1,618 万円 240 億 4,770 万円 1 億 9,169 万円

脳 卒 中 ・ 神 経
脊 椎 セ ン タ ー

82 億 3,943 万円 87 億 1,665 万円 7,267 万円

みなと赤 十字 病院
（指定管理者制度）

27 億 3,036 万円 27 億 2,295 万円 741 万円

※経常収支は、収益的収支から特別損益及び予備費を除いたものです。

収 益 的 支 出 経 常 収 支 ※

病 院 事 業 会 計

収 益 的 収 入
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新規・拡充事業は＜新規＞・＜拡充＞、神奈川県地域医療介護総合

確保基金を活用した事業は★を、該当項目に付記しています。 
３ 主な取組 

団塊の世代が後期高齢者になり、医療・介護のニーズが飛躍的に増大する2025年に向けて、超高齢社

会における市民生活の安心・安全を確保することが喫緊の課題となっています。 

とりわけ、本市は基礎自治体の中で高齢者の増加数が最も多く、限られた社会資源を効率的・効果的

に活用し、適切な医療・介護サービスを将来にわたって安定的に提供していく必要があります。 

この課題を解決するため、「病床機能の確保等」「地域医療における連携推進」「人材の確保・育成」

及び「市民啓発」を柱に取り組むこととします。 

ア 病床機能の確保等 （２億４，８１２万円） 

本市の推計では、高度急性期・急性期を担う病床は将来も充足が見込まれる一方で、回復期・慢性期

は現状の病床数と比べて、大幅な需要増加が見込まれます。このため、神奈川県地域医療介護総合確保

基金（13頁参照。以下「県基金」）等を活用しながら、病床機能1の転換や増床の支援などの対策を進め

ます。また、高度急性期・急性期医療や政策的医療を担う地域中核病院等に対する支援を継続します。 

1 病床機能 

高度急性期： 急な病気や怪我、持病の急性増悪などで重篤な状態の患者に対し、特に緊急かつ集中的に医療を提供する機能 

 急性期： 急な病気や怪我、持病の増悪などで重症の状態にある患者に対し、緊急かつ集中的に医療を提供する機能 

回復期： 急性期を経過した患者の在宅等への復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能 

慢性期： 長期にわたり療養が必要な患者を入院させ、医療を提供する機能 

【 2025 年の病床数の推計（横浜市独自推計）】 

既存病床数 

（a） 

2020年推計 

（b） 

2025年推計 

（c） 

既存病床数との差 

（a）-（c） 

高度急性期 4,198床 3,386床 3,633床 565床 

急性期 11,901 床 8,642床 9,273床 2,628床 

回復期 2,210床 7,183床 7,708床 ▲5,498 床

慢性期 4,560床 5,174床 5,551床 ▲991床

合 計 22,869 床 24,384 床 26,165床 ▲3,296 床

※既存病床数：2017年３月 31日時点

※機能別内訳は地域医療構想の必要病床数や平成 28年度病床機能報告の結果で按分

※推計値の内訳は按分により算出しているため、合計値と一致しないことがあります。

（１）2025年に向けた医療提供体制の確保 （１１億９７１万円）
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（ア） 慢性期病床施設整備費補助（3,333 万円）＜新規＞

急性期病床等から慢性期病床に転換する病院に対し、施設改修費用の1/2を補助します。

※ 基準額：１床あたり 3,333千円

◇ 回復期病床転換施設整備費補助 ★

回復期病床への転換については、県基金による補助の活用を進めます。市内医療機関の病床のう

ち、28年度までに161床、29年度に137床（見込み）分が、県基金による補助を受けて回復期病床へ

転換されています。  

※ 基準額：１床あたり 改修 3,333千円  新築・増改築 4,540千円 

（イ） 病床確保に向けた調査（600万円）

市域でバランスの良い医療提供体制を構築するため、医療需要の動向や既存の医療資源等に関す

る調査・分析を継続的に実施します。調査結果については、関係者が将来の医療需要を踏まえて病

床機能について検討できるよう公表します。 

（ウ） 地域中核病院の支援（2億848万円）

① 南部病院の再整備に向けた検討（500万円）＜拡充＞

昭和58年６月に開院した済生会横浜市南部病院について、老朽化・狭あい化が進んでいることか

ら、再整備に向けて、用地の選定など具体的な調査・検討を行います。 

② 建設資金に対する補助（2億348万円）

昭和大学横浜市北部病院及び済生会横浜市東部病院が、病院建設時に借り入れた資金の利子に対

する補助を行います。 

【医療提供体制のイメージ】 
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イ 地域における医療連携の推進   （５，１２２万円） 

診療状況や患者の情報を地域の医療機関、介護施設等で共有することで、限られた医療資源をより効

果的・効率的に活用しながら、患者の状態に応じた最適な医療等のサービスを提供できるように仕組み

を整えます。 

 そのため、地域の関係者が「顔の見える」関係を構築し、情報交換する取組を推進することや、病院

間連携の促進を図るとともに、情報共有のツールとしてICT2を活用した地域医療ネットワークの構築支

援を行います。 

（ア） 地域における医療資源の連携促進（436万円）＜拡充＞

退院時に、患者に関わる医科・歯科・薬局・介護等の関係者の連携や情報共有に活用できるよう

「入院・退院サポートマップ」、「入院時・退院時情報共有シート」の充実をすすめます。 

 また、退院支援を行う看護師・MSW3の配置、専門的な教育を受け知識を有する認定看護師等によ

る地域活動支援など、患者が転院・退院後も安定した療養生活を送ることができる環境づくりを進

めます。 

（イ）ICTを活用した地域医療ネットワーク（4,686万円）＜拡充＞

治療等に必要な診療情報や患者情報を、地域の病院やかかりつけ医、薬局、介護事業所などの関

係者間で参照・共有することができるように、ICTを活用したネットワーク構築に向けた地域の取

組を支援します。従来、モデル事業として実施していた病診連携等の小規模ネットワークに加え、

医療・介護の連携など地域全体のネットワークを構築します。これにより、病院における治療のほ

か、在宅医療、介護の最適なサービスがよりスムーズに提供できるようになるとともに、薬の重複

処方や不要な検査の防止、意識レベルの低下した患者の治療にも役立てることが可能です。 

 なお、このネットワーク構築は、地域とシステム開発企業、横浜市の３者による連携事業とし、

今後の国におけるICT関連施策の方向性を踏まえながら取り組みます。 

2 Ｉ Ｃ Ｔ
アイシーティー

（情報通信技術：Information and Communication Technology）： コンピューターやネットワークに関連する諸分野におけ

る技術・産業・設備・サービスなどの総称 

3 Ｍ Ｓ Ｗ
エムエスダブリュウ

（Medical Social Worker）: 医療機関等において、社会福祉の立場から、患者やその家族の抱える経済的・心理的・社

会的問題の解決、調整を図る。地域の関係機関と連携して、患者の社会復帰や在宅療養への準備を支援する。 

【ICTを活用した地域医療連携ネットワークで実現する将来イメージ】 
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初診時 

紹介（入院時） 

逆紹介（退院時） 

※医療情報連携ネットワーク支援 Navi（厚生労働省運営）抜粋【ICT活用による効果の例】 
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ウ 人材確保・育成 （７億５，８２１万円） 

増大する医療ニーズに対応できるよう、地域医療を支える医師、看護師等の医療人材の確保、育成

に向けた取組を充実させます。看護人材の確保に向けて、看護専門学校の運営支援や資格を持ちなが

ら就業していない看護師（潜在看護師）の復職支援を継続するほか、産科や在宅医療を担う医師の確

保対策を進めます。 

また、30年度に導入される新専門医制度による影響を踏まえた対応を検討します。 

（ア） 看護人材確保事業（４億8,341万円）

① 看護専門学校の運営支援（4億7,981万円）

横浜市医師会聖
せい

灯
とう

看護専門学校及び横浜市病院協会看護専門学校に対し、運営費を補助します。 

【横浜市医師会聖灯看護専門学校】 

 横浜市医師会看護専門学校（菊名校）と横浜市医師会保土谷看護専門学校を統合し、移転・

再整備を行っています。新しい学校の総定員は520人となり、国内最大規模の看護専門学校と

なります。平成30年４月開校予定です。 

【概要】 

１ 敷地 

住所：横浜市鶴見区下野谷町三丁目88番16 ほか（旧鶴見工業高校西側跡地） 

敷地面積：約7,000㎡ 

建物延床面積：約10,575 ㎡（増築棟：約4,885㎡、既存体育館棟：約5,690 ㎡） 

２ 定員数 

  第一看護学科 ３年課程（全日制）      各120人 

  第二看護学科 ３年課程（昼間定時制、４年） 各 40人  計520人 

学校名には、「横浜市医師会が設置する看護専門学

校で、かつ、ナイチンゲールの手にする聖なる灯り

が多くの傷病者に生きる希望を繋いできたことに

鑑み、そのような希望を与え、寄り添うことができ

る看護師を養成できる学校を目指す。」という意味

が込められています。 
左上：全景  右上： 図書室 右下： 看護実習室 
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② 潜在看護師復職支援（360万円）

潜在看護師の再就職を推進するため、複数の医療機関等が合同で実施する復職支援事業に対する

補助や広報を行います。 

（イ） 産科医師確保対策事業（2,153万円）＜拡充＞

分娩を扱う医療機関において、子育て等で当直ができない医師の代替として非常勤医師が当直を

行う場合に当直料の一部を補助するなど、産科医師が安心して働き続けることができる環境整備を 

支援します。 

（ウ） 在宅医療を担う医師養成研修の実施★（総事業費706万円：市費 88万円（1/8相当））

より多くの医師が在宅医療に取り組めるための体制整備を図るとともに、市医師会と連携し在宅

医療を担う医師を養成します。 

＜研修内容＞ 

座学研修：在宅医療に関する基礎知識として、診診連携・ 

病診連携・多職種連携、栄養・呼吸・疼痛管理など 

 訪問診療の医療行為、在宅看取り等をテーマとした 

 講義 

同行訪問：講師役の医師の訪問診療に研修受講の医師が同行 

（エ） 在宅医療を支える訪問看護師の育成（452万円）

① 新卒等訪問看護師人材育成プログラムの策定・推進（209万円）＜社会福祉基金活用事業＞

地域で即戦力として活躍できる訪問看護師を育成するため、29年度から横浜市立大学と協働で開

発している人材育成プログラムの策定や教育受入機関の確保を進めます。 

② 訪問看護師対応力サポート事業（243万円）＜新規＞＜社会福祉基金活用事業＞

訪問看護師が、医療依存度の高い患者に対して質の高い看護を提供できるよう、病院等で勤務す

る専門看護師・認定看護師によるサポートを受けられる機会を確保します。 

（オ） 医療政策を担う職員の育成（313万円）

超高齢社会において安定した医療提供体制を確保するためには、医療、病院経営、保健・福祉な

ど幅広い知識をもとに医療政策を立案・実行する職員が求められます。そのため、引き続き大学院

への派遣研修や病院経営管理士 4・診療情報管理士 5の資格取得支援を行うほか、横浜市立大学が実

施する課題解決型高度医療人材養成プログラムへの派遣研修を開始します。 

4 病院経営管理士： 日本病院会が認定する資格で、事務長など病院の管理運営を円滑かつ積極的に実行する能力及び適応力

を備えた医療機関職員 
5診療情報管理士： 医療機関における患者の様々な診療情報を中心に人の健康（health）に関する情報を国際統計分類等に基

づいて収集・管理し、データベースを抽出・加工・分析し、様々なニーズに適した情報を提供する専門職種 

在宅医療を担う医師養成研修（座学研修） 
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エ 総合的な市民啓発の実施 （５，２１５万円）（再掲含む） 

将来の医療需要の増加が見込まれる中、だれもが最適な医療を受けることができる環境を確保するた

めには、医療提供体制の確保を進める一方で、医療を受ける市民一人ひとりが適正な受療行動について

理解し、実践していただくことが必要です。そのため、医療に関する情報を、よりわかりやすく、効果

的に発信する取組を進めます。 

 医療機関の役割、疾病に関する知識等、伝えるべきテーマや情報を、事業の枠にとらわれず横断的な

視点で整理し、発信します。実施にあたっては、関係団体や市内事業者等と積極的に連携・協力するこ

とで、さらなる効果拡大を図ります。 

 また、市大医学部学生が取り組んでいる小中学生、高校生等を対象とした医療教育活動の支援を30年

度も継続して行います。

【総合的啓発に向けた情報の分類イメージ】 

左 ：市大医学部学生による 

医療教育活動 

中央：がん対策推進キャンペーン 

右 ：小児救急のかかり方 HANDBOOK 
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◇ 神奈川県地域医療介護総合確保基金 ◇

【基金設置の経過・目的】 

 団塊の世代が後期高齢者となる2025年に向けて、医療、介護サービスの提供体制を充実するため、 

平成26年４月に消費税が５％から８％に引き上げられた際の増収分を財源として設置された基金で、

県が作成する計画に基づき事業を実施しています。 

（根拠法令：地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律） 

【基金の仕組み】 

基金は「医療分」と「介護分」に分かれており、 

医療分では次の３つの分野で活用します。 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設

または設備の整備に関する事業

② 居宅等における医療の提供に関する事業

③ 医療従事者の確保に関する事業

【医療分の基金規模（県全体）と主な対象事業】 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の

施設または設備の整備に関する事業

（例）・回復期病床転換施設整備費補助 

・緩和ケア病棟整備事業費補助

－ 28.9億円 20.0億円 20.0億円 

② 居宅等における医療の提供に関する事業

（例）・在宅医療施策推進事業 

・在宅歯科医療連携拠点運営事業

6.4億円 4.8億円 1.1億円 1.0億円 

③ 医療従事者の確保に関する事業

（例）・看護師等養成支援事業 

・医師等確保体制整備事業

32.1億円 5.8億円 15.6億円 13.3億円 

合 計 38.5億円 39.4億円 36.7億円 34.3億円 

（参考）介護分の基金規模（県全体） 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

① 介護施設等の整備に関する事業 － 122.5億円 25.7億円 24.7億円 

② 介護従事者の確保に関する事業 － 15.5億円 3.9億円 5.0億円 

合 計 － 138.0億円 29.6億円 29.7億円 

※介護分は平成27年度から対象です。平成27年度は「介護離職ゼロ」実現のための補正予算が編成されています。
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地域包括ケアシステム6の構築に向け、在宅医療を支える医師の確保を進めるとともに、全区の在宅医

療連携拠点を中心に、医療と介護が切れ目なく、かつ効率的に提供されるよう連携を進めます。あわせ

て、医療的ケア児・者等の在宅医療を支える取組を関係局と連携して進めます。 

ア 在宅医療の推進  （４億５５１万円） 

（ア） 在宅医療連携拠点の運営（3億4,751万円）【介護保険事業費会計】

市民が、病気を抱えても住み慣れた自宅等で、安心して継続的な在宅医療・介護を受けることが

できるよう、医師会等と協力して在宅医療連携拠点を全区で運営します。 

医療依存度の高い方の退院時支援のほか、在宅医療を行うかかりつけ医の紹介や地域の在宅医

療・介護資源の情報提供など、在宅医療や介護に関する相談支援を行います。そのほか、在宅医療

を担う医師の育成、緊急一時入院への病院等の協力体制の構築、医師・看護師・ケアマネジャーな

ど多職種連携の推進や事例検討会の開催、区民等を対象とした啓発業務を実施します。 

【平成28年度 在宅医療連携拠点相談実績】 

6地域包括ケアシステム： 団塊の世代が75歳以上となる2025年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分ら

しい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、介護・医療・介護予防・生活支援・住まいが一体的に提供されるシステム。保

険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて作り上げていくことが必要とされる。 

かかりつけ医・往診医の紹介 3,758 件 25% 

訪問看護の利用方法等 2,752 件 18% 

訪問介護、特養等の介護保険関係等のサービス 1,564 件 10% 

専門医・訪問歯科医・薬局の紹介等（医療資源関係） 1,545 件 10% 

ケアマネジャーの紹介及び調整・活用方法 1,434 件 10% 

退院調整関すること 1,281 件 9% 

かかりつけ医自身が対応できない場合等の医師間の相互支援 342 件 2% 

その他 2,472 件 16% 

病院 24％ 

地域ケアプラザ 9％ 

ケアマネジャー 21％

診療所等の医師 7％ 

訪問看護師 4％ 

（２）在宅医療の充実  （４億５５１万円）

家族・本人 29％ 

行政等 7％ 

○ 相談者内訳（総数 4,025人）

○ 相談内容内訳（総数 15,148件） 
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箇
所

（イ） 在宅医療を担う医師養成研修の実施（再掲）★

（ウ） 在宅医療バックアップシステムモデル事業＜拡充＞（593万円）

在宅医療に携わる医師の負担を軽減し、新たに在宅医療に参入する医師を確保するため、休日・

夜間帯の在宅医療対象者の看取り時の対応を、医師会医師が輪番でバックアップするモデル事業を、

29年度３区（鶴見区・保土ケ谷区・都筑区）で実施中です。30年度はモデル事業の成果・課題を検

証し、５区で事業を実施します。 

【イメージ図】 

  

★ 事業実施にあたっては、県基金の新規補助事業となるよう神奈川県と調整中

（総事業費 約5,000万円のうち1/8相当を市費負担の想定）

（エ） 在宅医療を担う有床診療所支援事業（1,200万円）

緊急一時入院やレスパイト7機能を担うなど、在宅医療連携拠点と緊急一時入院受入れの協定を締

結している有床診療所を支援するため、夜間帯の看護師人件費の補助を実施します。 

※ 補助対象額：１診療所あたり上限1,000千円

【有床診療所数の推移】 

（オ） 在宅医療を支える訪問看護師の育成（再掲）

7レスパイト: 一時的中断、小休止などの意味。在宅療養者を介護する家族等の病気や事故、冠婚葬祭、介護疲れといった事由か

ら、在宅療養者のケアを医療機関や施設等が一時的に代替すること。 

月 火 水 木 金 土 日 

日 

中 

夜 

間 

     

かかりつけ医が担当 

医師会員の輪番によるバックアップ 

○ 有床診療所の役割

・急性期病院では入院対象とならない患者の緊急

一時入院

・介護者が休養するためのレスパイト

・在宅療養中の患者が重症化する前の早期対応

・病院から在宅へ移行する際の繋ぎとしての入院

等

○内科を標榜する有床診療所数

30 か所 （平成 29 年７月現在）
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＜医療的ケア児・者等の支援について＞ 

医療の進展等を背景に、胃ろうや人工呼吸器など、在宅で医療的ケアを日常的に必要とする

方が増えています。 

 医療的ケア児・者等については、医療と福祉等を総合的に相談・調整できる相談先がなく、

福祉サービスが利用しにくいことや、対応できる医療機関が限られているため風邪等での受診

も困難な場合があるなどの課題を抱えています。 

 そのため、在宅で過ごす医療的ケア児・者等の方が必要とする、ライフステージに応じた医

療、福祉、教育等の総合的な支援をすすめるため、市医師会の協力を得ながら、こども青少年

局・健康福祉局・医療局・教育委員会事務局の４局が連携してコーディネーターの育成や関係

機関の協議の場の設置など、医療的ケア児・者等への支援を進めます。 

（カ） 医療的ケア児・者等の在宅医療支援＜拡充＞

（総事業費2,175万円：医療局1,375万円 こども青少年局 400万円 健康福祉局 400万円） 

＜一部：社会福祉基金活用事業＞ 

 医療的ケア児・者等の在宅医療を支援するため、対応可能な内科・小児科医や訪問看護ステーシ

ョン等の確保、小児在宅医療を担う医療従事者を対象とした研修や小児訪問看護を行う訪問看護ス

テーションへの機器購入や研修参加費の補助などの取組を進めます。

また、人工呼吸器などで医療的ケアが必要な児・者等の在宅生活を支援するため、医療・福祉・

教育等の多分野にわたる調整を行うコーディネーターを養成します。 

日中活動の場 
暮らす場 

自宅、ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

ﾎｰﾑなど

友達、仲間 

ピア活動など 

いきがい 

権利擁護 

日常生活自立支援事業

成年後見制度 

所得の保障 

障害年金等 

相談支援 

福祉サービスの 

利用（移動支援、 

介護等） 

医 療 
安心してかかれる医療 

本人の望む暮らし 
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（キ） 人生の最終段階における医療等に関する検討・啓発（458万円）【介護保険事業費会計】

市民が人生の最終段階をどう過ごしたいかを考え、自ら選択するために必要な情報を提供し、啓

発に努めます。また、専門職の人材育成等、人生の最終段階を安心して過ごすための体制づくりを

行います。 

○日時：平成29年10月19日（木）14時～16時30分

○会場：横浜市健康福祉総合センター４階ホール

○参加者数：342名

（ク） 市民・患者・専門職による対話促進事業（263万円）＜新規＞【介護保険事業費会計】

在宅医療や人生の最終段階についての理解を深めるため、地域ケアプラザ（地域包括支援センタ

ー）などの身近な場所で、市民・患者・専門職が、自宅での療養や看取りなどの在宅医療について、

それぞれの立場で話し合い、お互いに学び合うことができる場づくり（既存の場を活用した在宅医

療サロンの開催）を進めます。 

<<社会福祉基金（横浜サポーターズ寄付金）>> 

横浜市社会福祉基金は、「横浜の社会福祉の充実に役立ててほしい」という方のお気持

ちによる遺贈をもとに創設されました。横浜市が行う医療、福祉、保健、こども青少年の

育成など社会福祉の向上のための事業で活用しています。 

医療分野では、ICTを活用した地域医療ネットワーク構築のためのモデル事業や新卒訪

問看護師の人材育成のためのプログラム開発事業などを実施しています。 

市民公開シンポジウム 

「人生の最終段階をあなたはどこで過ごしますか」 

（市医師会・医療局共催） 
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出典： 国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」罹患データ 

地域がん登録全国推計によるがん罹患データ（2013 年） 

「よこはま保健医療プラン2018」に基づき、がん対策等の主要な疾病対策のほか、周産期医療・小児

医療や救急・災害時医療等の推進及び先進的医療の充実等の取組を進めます。 

ア がん対策の推進 （１億５，４４０万円） 

横浜市がん撲滅対策推進条例に基づき、引き続き総合的にがん対策に取り組みます。特に、乳がん対

策及び小児がん対策についてさらに拡充を図るとともに、新たにがんと診断される患者の３人に１人が

働く世代であることも踏まえ、がん患者の社会参加や、治療と仕事の両立に向けた支援に取り組みます。 

（ア） がん医療の充実

① 乳がん対策（3,000万円）＜拡充＞

乳がんは、家庭や職場で中心的な役割を担う世代のり患が多く、子育てや就労など社会的な面で

のサポート、副作用による外見のケア（アピアランスケア）、メンタルケアもあわせて治療を進め

ることが望まれます。そのため、乳がん患者に対するチーム医療が促進されるよう、診療に加え、

患者支援や診療所との連携推進に取り組む地域がん診療連携拠点病院に対し、経費の1/2を補助し

ます。 

【女性の主ながん種別り患数】 

② 専門看護師等の認定資格取得の推進（700万円）

患者の生活の質を重視し、より質の高い看護を提供する専門看護師や認定看護師等の資格を持つ

医療人材を増やすため、市内医療機関に対し資格取得に係る経費の一部を補助します。 

※ 専門看護師（がん看護、精神看護）

認定看護師（緩和ケア、がん化学療法看護、がん性疼痛看護、乳がん看護、がん放射線療法看護） 

がん専門薬剤師、がん薬物療法認定薬剤師、外来がん治療認定薬剤師

※ 授業料・代替職員人件費等の1/2補助 上限 専門：100万円/人、認定：50万円/人

（３）地域医療の充実・強化   （２５億２，６７９万円）

（歳） 

働く世代など家庭や職場で

中心的な役割を担う世代 
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③ 緩和ケアの充実（1,001万円）★

緩和ケアは、がんと診断されたときから必要に応じて行う医療です。緩和ケアに関する正しい知

識の普及を行うとともに、緩和ケア推進に向けた体制構築のための検討会を開催します。 

 また、緩和ケア病床については、県基金による整備費の一部補助に加え、市においても補助を行

います。 

④ 小児がん対策（300万円）＜拡充＞

小児がん連携病院に対する支援を行うとともに、小児がん患者等へのサポート体制の確保に対す

る補助を新たに実施します。29年度から開始している小児がん患者や保護者、家族にがん患者がい

る子どもへのサポートを行う専門資格者の、小児がん連携病院への短期派遣についても、引き続き

行います。 

＜小児がん連携病院：神奈川県立こども医療センター、昭和大学藤が丘病院、 

済生会横浜市南部病院、横浜市立大学附属病院＞ 

（イ） 相談支援・情報提供

① 市民への広報（1,661万円）（再掲）

市民に対し、がんに関する正しい知識の啓発と情報提供を行うため、がん診療連携拠点病院等に

設置されている「がん相談支援センター」の周知等、ＰＲを行います。 

（ウ） がんと共に生きる

① がん患者の就労支援（1,002万円）

がん患者が就労しやすい環境づくりを進め、治療と仕事を両立できるよう、各区局や関係団体と

も連携し、事業者に対する啓発を行います。また、引き続き社会保険労務士による相談を実施し、

働く世代の患者の仕事に関する不安軽減を図ります。 

② がん患者に対するウィッグ（かつら）購入経費の補助（1,579万円）＜拡充＞

がんの治療による抗がん剤の副作用等で頭髪の脱毛に悩む患者の社会参加や就労を支援するた

め、ウィッグ購入経費の一部を補助します。 

※ 上限１万円/人 （１人１回限り）

29 年度がん対策推進キャンペーン 

○ ラベンダーライトアップ

横浜マリンタワー、

コスモクロック 21（大観覧車）等

○ 電車内貸切広告

市営地下鉄、ＪＲ京浜東北線・横浜

線、東急東横線・田園都市線

電車内貸切広告（市営地下鉄） 
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アピアランスケア講演会

③ 外見のケア（アピアランスケア）支援（400万円）＜拡充＞

がん治療に伴う外見の変化の悩みに配慮

し、適切な外見のケア（アピアランスケア）

の取組が行われるよう、がん診療連携拠点病

院等の医療従事者向けに研修を行います。 

また、アピアランスケアに取り組むがん診

療連携拠点病院等に経費の一部を補助しま

す。 

④ 若年患者の在宅ターミナルケア支援（324万円） 

がん末期と診断された20～39歳の方の在宅生活を支援するため、在宅療養の際に利用する訪問介

護や福祉用具貸与等にかかる経費の一部を補助します。 

※ サービス利用料等の９割、上限5万4千円/月

（エ） 横浜市立大学におけるがん研究の支援 （5,000万円）

市内で提供される医療の質向上のため、横浜市立大学が行う先進的ながん研究に対し、医薬品や

材料費など治療に係る経費や、研究に関わる人材に係る経費を引き続き補助します。 

※ 横浜市立大学における先進的ながん診療に関する研究例（平成29年度実施例）

・薬物療法：切除不能膵・消化管神経内分泌腫瘍に対するカペシタビン、テモゾロミド 8併用

化学療法の有用性、安全性に関する検討 

・診  断：遺伝性疾患であるバート・ホッグ・デュベ症候群9の患者の腎がんを早期に発見し、

治療を行うための遺伝子診断と診療の実施 

（オ） 市立病院における診療機能の強化（病院事業会計 31・39頁参照）

検診から診断、治療、緩和ケアまでの総合的な対応や集学的治療により先進的で質の高い医療を

提供します。30年度は、市民病院において肝胆膵治療を強化するほか、引き続き、がん検診に対す

る普及啓発として市民公開講座等を行います。また、新市民病院に設置する高性能な放射線治療装

置（リニアック10）の調達手続きを行います。 

8 カペシタビン、テモゾロミド： 抗がん剤 
9 バート・ホッグ・デュベ症候群： 21 世紀始めに遺伝子が発見された遺伝性疾患。多発性肺嚢胞や皮膚腫瘍を有する特徴があり、

高率に反復性の気胸や多発性・両側性腎癌を発生する。 
10 リニアック： 日本語では直線加速器(Linear accelerator)といわれるもので、荷電粒子を一直線上で加速させることで、検査(Ｘ線

撮影、ＣＴなど)で用いられる放射線よりもはるかに高いエネルギーの放射線を発生させることが可能。主にがんの治療に用いられ

る。 
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イ 脳卒中・心血管疾患対策、疾病の重症化予防対策 （４５２万円） 

（ア） 疾患別救急医療提供体制の確保（227万円）

脳血管疾患、急性心疾患について救急医療体制を構築し、体制参加医療機関の診療体制に関する

情報を救急隊と共有することにより、疾患ごとの症状に応じた適切な治療を円滑に提供するシステ

ムを確保します。

（イ） 心筋梗塞等の心血管疾患に係る急性期以降の医療の充実（156万円）

心筋梗塞患者等の心臓リハビリテーションの普及や療養管理・指導を推進することにより、早期

の社会復帰と再発予防、多職種協働による在宅医療を支援する体制の構築へ向けた検討会を開催し

ます。 

（ウ） 疾病の重症化予防対策（69万円）

健康福祉局と連携し、健康アクション事業の一つとして、疾病の重症化予防に必要な知識・技術

習得のための研修を実施します。 

糖尿病の患者は年々増加傾向にあり、ハイリスク群である妊娠糖尿病も増えており、出産後も定

期的な支援が必要です。そこで、本市と糖尿病看護認定看護師が協働し、妊娠糖尿病を経験した方々

の発症を予防するため、妊娠糖尿病パンフレットを作成します。 

ウ 産科・周産期医療、及び小児医療   （４億６，３４４万円） 

（ア） 産科医療対策（1億4,471万円）（拡充）（一部再掲）

市内で安心して出産できる環境を確保するため、産科拠点病院に対し体制確保費等の補助を行う

ほか、人材確保のための経費についても一部を補助します。 

＜産科拠点病院：横浜労災病院、横浜市立市民病院※、済生会横浜市南部病院＞ 

※横浜市立市民病院は繰出金による対応

 30年度は、既存の分娩施設に対し、出産環境の維持・向上のために、医療機器等の更新等を必要

とする場合に、経費の一部を補助します。 

※１施設あたり、病院 5,000千円 診療所 3,000千円 助産所 1，000千円

（イ） 小児・周産期救急医療対策（３億1,873万円）★

夜間に増加する傾向のある小児患者の受入体制を確保するため、24時間365日の救急車の受入体

制等をとっている「小児救急拠点病院」（７か所）について運営に係る経費の一部を補助します。 

 周産期救急について、三次救急を担う聖マリアンナ医科大学横浜市西部病院の周産期センターや、

地域の産科クリニックなどからの患者を受け入れる周産期救急連携病院の体制確保等に関する経

費の補助を行います。また、NICU11及びGCU12の整備費等を補助します。 

11 Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ
エヌアイシーユー

（Neonatal Intensive Care Unit）： 低出生体重児や重い病気のある新生児などを専門に治療するため、保育器や人工

呼吸器、心拍数を監視する機器などを備え、新生児特定集中治療室管理料の施設基準を満たす病床 

12 Ｇ Ｃ Ｕ
ジーシーユー

（Growing Care Unit）： ＮＩＣＵを退室した児を受け入れる後方病床。ＮＩＣＵと同等の医療機器などを備え新生児治療回

復室入院医療管理料の施設基準を満たす病床 
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エ 歯科保健医療の推進 （９，２４１万円） 

 夜間・休日昼間の歯科診療、心身障害児・者や通院困難者等に対する訪問歯科診療を行う横浜市歯科

保健医療センターの運営を補助します。 

また、28年度に横浜市歯科医師会、横浜市立大学、市の三者で締結した周術期口腔ケアに係る協定に

基づき、周術期の口腔ケアに関して、横浜市歯科医師会が行う市民啓発用のハンドブック作成支援や講

演会を開催します。 
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オ 救急医療  （１５億９，１８８万円） 

（ア） 横浜市救急相談センター（ ＃
シャープ

７１１９）の運営（４億4,005万円）＜拡充＞ 

急な病気やけがのとき、365日24時間体制で看

護師等が緊急性や受診の必要性をアドバイスす

る救急電話相談、受診可能な医療機関の案内を

行う横浜市救急相談センター（＃７１１９）を

運営します。 

入電件数の増加に対応するため、体制を充実

させるとともに、センター機能の移転を進めま

す。 

【利用状況】 

総件数 医療機関案内 電話相談 

件数 前年比 件数 前年比 件数 前年比 

28年1～12月 255,229 145,576 109,653 

29年1～12月 341,790 134％ 177,326 122％ 164,464 150％ 

（イ） 初期救急医療対策（夜間急病センター・休日急患診療所）（４億2,305万円）

① 休日急患診療所等の運営支援（2億2,258万円）

休日・夜間等の医療機関の診療時間外に受診可能な医療機関を確保するため、夜間急病センター

（北部・南西部）、各区休日急患診療所の運営を支援します。 

夜間急病センター：365日午後８時から午前０時までの診療に対応 

休日急患診療所 ：日曜、祝日、年末年始の日中の診療に対応 

現在の救急相談センター執務室 
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② 休日急患診療所の移転・建替支援（6,900万円）

在宅医療や災害時の医療の拠点として

も重要な役割を果たす、休日急患診療所 

の老朽化や狭あい化に対応した建替に係 

る補助を行います。（30年度 瀬谷区） 

 あわせて、31年度建替予定の泉区につ 

いて、予定地にある既存建物（旧・水道 

局戸塚・泉地域サービスセンター）の解 

体を行います。 

（ウ） 二次救急医療対策（３億7,808万円）

夜間・休日の二次救急の受入体制を強化するため、24時間365日、救急車の受入に対応する「二

次救急拠点病院」（市内24病院見込み）及び輪番で受入に対応する病院（市内21病院見込み）に対

して、体制確保に係る経費の一部補助を行います。 

（エ） 小児・周産期救急（再掲）

（オ） 疾患別救急医療体制（一部再掲）（227万円）

脳血管疾患、急性心疾患、整形外科・脳神経外科について、疾患ごとの症状に応じた救急治療が

受けられるシステムを構築します。 

 参加医療機関数（30年度見込み） 脳血管疾患   30 

  急性心疾患   23 

 整形外科・脳神経外科  33 

 重症外傷センター   2 

（カ） 精神疾患を合併する身体救急医療体制（1,499万円）

精神症状等のため身体疾患やけがの治療処置が困難な救急患者について、精神科医のいない医療

機関における受入を促進するため、精神病床のある救急医療機関への相談や転院調整ができる体制

を引き続き確保します。 

港北区休日急患診療所（28 年度建替え） 
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カ 災害時医療 （６，３６２万円） 

（ア） 災害対策訓練（58万円）

大規模災害発生時に備え、市内関係団体・医療機関との連携を確認するため、各種訓練等を実施

します。 

（イ） 震災等医療対策（5，788万円）

① 医薬品・通信機器の確保等（4,820万円）

災害時に軽症者に対応する医療救護隊が

使用する医薬品・資器材の管理・更新のほ 

か、市内薬局における医薬品の循環備蓄に 

よる管理委託を行います。また、災害時の 

医療関係機関との情報共有や被災状況の収 

集のため、非常用通信機器（MCA無線13、衛 

星携帯電話14）による連絡体制を確保します。 

② 多数傷病者発生時の医療提供体制の確保（121万円）

ラグビーワールドカップ2019TMや東京2020オリンピック・パラリンピックをはじめとする大規模

集客イベントにおいて多数傷病者が発生した場合に備え、必要な医療提供体制を検討するとともに、

地域における訓練等を推進します。 

③ その他震災等医療対策

厚木基地等のSCU15への中継拠点となる病院併設SCUの整備（市内３か所目）、透析や在宅酸素、IVH

など災害時に医療的配慮を要する市民に対応する体制の構築等に引き続き取り組みます。 

  28年度 市民病院併設SCU  

29年度 横浜医療センター併設SCU（整備中） 

  30年度 横浜労災病院併設SCU（予定） 

（ウ） 横浜救急医療チーム（YMAT）の運営（516万円）

横浜市内で発生した自然災害や交通事故等の災害現場で、消防局との連携により迅速に出動し、

救命のための的確な医療活動を実施する医師、看護師により構成される横浜救急医療チーム（YMAT）

全９隊を運用します。活動の質を維持し、出動可能な隊員を確保するため研修・訓練を実施するほ

か、YMATを編成する災害拠点病院に対し出動経費等の一部を補助します。 

13 ＭＣＡ
エムシーエー

（Multi-Channel Access）無線： マルチチャンネルアクセス方式で、800MHz 帯複数の通話チャンネルを多数の利用者

が共有する無線機。利点として、混信が少なく、個別呼出し・グループ呼出し・一斉呼出しができる。 
14 衛星携帯電話： 人工衛星を介した通信手段であり、地上の通信回線とは独立した通信インフラを使用。このため、固定電話、

携帯電話に比べ輻輳の影響を受けにくく、また通常の通信インフラが途絶されても、通信ができる可能性が高いといった利点があ

る。衛星携帯電話から固定電話、携帯電話との通信が可能でインターネットとの接続も可能のためパソコンを利用して広域災害医

療情報システム（ＥＭＩＳ）に接続することができる。 

15 ＳＣＵ
エスシーユー

(Staging Care Unit): 災害時に、重症傷病者を被災地から被災地外へ航空輸送する際の臨時医療施設 

消防ヘリによる負傷者搬送受入訓練 
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キ 先進的医療の充実 （１億５，０００万円） 

（ア） 横浜臨床研究ネットワーク支援事業（１億円）

横浜市立大学が中心的役割を果たす「横浜臨床研究ネットワーク」の運営に係る経費を補助しま

す。これにより、臨床研究や治験の効率化・加速化・質の向上を図り、創薬や先進的な治療法等、

市民の先進的医療の受診機会の増加や医療産業の活性化など研究成果の早期還元に向けた取組を

支援します。 

また、ネットワークの人員体制構築や臨床研究等実績の集積を進め、横浜市立大学附属病院が臨

床研究中核病院に承認されることを目指します。 

【横浜臨床研究ネットワーク参加医療機関の一覧（市内・県内15医療機関 合計7,814床）】 

（イ） 横浜市立大学におけるがん研究への支援（再掲）
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【JMIP（Japan Medical Service Accreditation for International Patients）】 

 外国人患者受入医療機関認証制度。日本国内の医療機関を 

対象に、多言語による診療案内や異文化・宗教に配慮した対 

応など、外国人患者の受入れに資する体制を第三者的に評価 

する制度。 

現在、国内で 36 機関、県内で２機関が認証を受けています 

が、市内で認証を受けている医療機関はありません。 

【JCI（Joint Commission International）】 

  患者安全や感染管理等の 14 分野 1,000項目以上の評価基準からなる、医療の質や安 

全性に関する国際的な認証制度（認証機関は３年間）。 

  現在、世界で 1,025機関、国内では聖路加国際病院など 24機関が認証を取得してい 

ます。病院プログラムにおいて、県内で３機関が認証を受けていますが、市内で認証を 

受けている医療機関はありません。  

ク 国際化への対応 （６５３万円） 

近年増加傾向にある在住外国人に加え、ラグビーワールドカップ2019™や東京2020オリンピック・パ

ラリンピックをはじめとする国際的イベントの開催、観光・MICE施策の推進により、来街外国人の増加

も見込まれます。在住・来街に関わらず、外国人が安心して受診できる医療提供体制の確保を進めます。 

（ア） JMIP等の認証取得支援（355万円）＜拡充＞

言語や文化の異なる外国人患者が安心して医療機関を受診できる環境を整えるため、医療機関に

おける多言語や異文化・宗教への配慮等の受入体制を評価するJMIPの取得に取り組む医療機関に対

する補助を新たに開始します。また、医療の質や安全性に関する国際的な認証制度であるJCIの取

得に取り組む医療機関に対する補助を引き続き行います。 

（イ） 多言語通訳サービスの導入（298万円）＜新規＞

夜間急病センターを外国人が安心して利用できるよう、タブレットを活用した医療通訳サービス

を新たに導入します。 
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政策の立案・評価をする上で、本市の医療実態をより正確に把握することが重要です。そのため、本

市の保険診療が網羅される医療レセプトデータ16をはじめとした医療ビッグデータの分析に取り組みま

す。 

ア 医療ビッグデータ活用システムによる分析    （９０４万円） 

保険者から医療レセプトデータ（診療報酬請求情報）等を収集して構築したデータベースシステムと、

健康福祉局が 30 年度に新たに構築する介護のデータベースシステムを連動させ、医療の受療動向、在

宅医療の状況、将来の推計等に関する分析を行います。 

イ ナショナルデータベース（NDB）の活用 （２０万円） 

横浜市立大学の協力を得て、28年度「がんに関する医療実態の把握」、29年度に「在宅医療の実態把

握」を分析テーマに活用を図っています。本年度も引き続き新たなテーマで国に申請し、活用を進めま

す。 

16 レセプトデータ： 保険診療を行った医療機関が、診療報酬点数表に基づいて計算した診療報酬（医療費）を毎月の月末に患

者一人一人について集計し、保険者に請求するために作成する明細データのこと。明細の記載項目は、診療開始日・診療実日

数・疾病名・投薬・医療機関コードなどがある。 

【医療ビッグデータ活用システムについて】 

（４）医療ビッグデータの活用 （９７４万円）

年間 3,000 万件を超える医療レセプ

トデータを、医療政策検討を目的とした

多様な分析が可能な形式に加工し、デー

タベース化しています。（平成 30 年３月

運用開始予定） 

介護レセプトデータも統合すること

で、診療と介護の一体的な分析が可能に

なり、在宅医療での診療実態等が、より

精緻に把握できるようになります。 
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【NDBの活用】 

28年度末に国から受領したデータを基に、外来化学療法（抗がん剤による治療）で治療

を行うがん患者の実態把握を行いました。 

その結果、平成 26 年４月から平成 28 年３月に、がんが原因で市内医療機関を受診した

患者は、152,112人でした。その中で、外来化学療法で治療中のがん患者は 14,607人。う

ち、20 歳から 64 歳の患者数は 6,079 人（外来化学療法患者の 41.6％）でした。 

この分析結果は、就労と治療の両立支援などの施策を検討・実施する際に活用していき

ます。 

29



 

市立病院の役割として、政策的医療を中心とした医療機能の充実や地域医療全体への貢献に取り組み、

市民の医療ニーズに適確に対応します。また、さらなる経営改善に取り組み、経営力の強化を図ります。 

(ｱ) 市立病院で提供する医療の質の向上を図るため、医療の安全性や臨床研究を職場横断的・統括的に

推進するＴＱＭ17の確立を目指します。 （市民・YBSC） 

(ｲ) 24時間 365日体制で「断らない救急」を実践し、より多くの救急患者を迅速に受け入れます。

（３病院） 

(ｳ) 脳血管疾患や心疾患に対しカテーテル治療の充実を図り、治療の選択肢を広げます。 （３病院）

市民病院では、今年１月から脳血管内治療科を新設し、診療体制の充実・強化を図っています。ま

た、昨年４月から開始し、順調に推移している不整脈治療（カテーテルアブレーション治療 18）につ

いても、引き続き、着実に実施し、件数を増加させます。 

脳卒中・神経脊椎センターでは、従来から脳卒中救急患者を 24時間 365日受け入れ、直ちに 

ｔ－ＰＡ療法 19や血管内治療、外科的治療等の最適な治療を行っています。30年度は脳血管内治療医

の複数体制を確保し、診療体制を一層充実します。 

 

 

17ＴＱＭ： Total Quality Managementの略。組織全体で統一した品質管理目標を経営戦略に適用したもので、医療の場

合、全員・全体で医療・サービスの質を継続的に向上させる取組。 
18カテーテルアブレーション治療： 専用のカテーテルを心臓血管内に誘導し、不整脈を起こす原因となっている箇所に

対し、体外からカテーテルを通じて高周波電流を流すことで焼灼・破壊する治療法。開胸手術が不要であるため、身体的

負担は比較的小さく、根本的な治療につながる。 
19ｔ－ＰＡ療法： 脳の血管に詰まった血栓を t-PA（アルテプラーゼ）という薬を注射して溶かし、血流を回復させる治

療。発症後 4時間 30分以内に行う必要がある。 

脳血管内治療（例：血栓回収療法） 

脳梗塞に対する治療方法の一つ。足の付け根の太い血管などから脳血管までカテーテルを誘導し、ス

テントを展開して血栓を絡めて回収したり、血栓を吸引したりして血流を回復させる治療法です。

ア 医療機能の充実

がん・脳血管疾患・心疾患などの疾病対策や救急・災害時医

療、感染症医療、アレルギー疾患医療等の政策的医療をさらに

充実・強化するほか、先進的医療についても積極的に取り組み、

安全で質の高い医療を提供します。 

①血栓の先まで

ステントを通す

（５）市立病院における取組

②ステントを展開、

血栓を絡めて回収

展開後のステント 
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ア 市 民 病 院

診療報酬のマイナス改定など、厳しい経営環境の中で増収減益傾向が続いている中で、28年度まで

８年連続で黒字を維持しています。29年度もこの傾向は続き、経常収支も益々厳しい状況となる見込

みです。 

30年度は、32年度春の新病院開院を見据え、一層の医療機能の向上や効率化を進め、収益力の向上を

図るとともに、徹底した費用の縮減にも取り組み、安定した経営基盤の確立を図ります。 

(ｱ) 収支目標、主な経営指標及び業務量

 

 

 

 

 

(ｲ) 病院概要

 

開 院 昭和 35 年 10 月 18 日 
所 在 地 保土ケ谷区岡沢町 56 番地 
敷 地 面 積 20,389 ㎡ 
建物延床面積 病院 37,292 ㎡ 

がん検診センター 4,212 ㎡ 
付属施設 1,745 ㎡ 

病 床 数 650 床 （一般 624 床、感染症 26 床） 
職 員 数 1,063 人 （平成 30 年１月現在） 

うち 医師 135 人 
（他に研修医・研究医 83 人） 
看護職員 693 人 

診 療 科 34 科 

（６）市立３病院の安定した経営

※表中の数字は各項目で四捨五入しています。また、29 年度決算見込みは、29 年 12 月末時点のものです。

※給与費対医業収益比率における医業収益は、一般会計繰入金を除いた金額です。

28 年 度
決 算

29 年 度
予 算

29 年 度
決 算 見 込

対 前 年 度

決 算

30 年 度
予 算

対 前 年 度

予 算

1.54億円 2.38億円 0.62億円 1.92億円

134.49億円 141.97億円 137.78億円 2.4％ 144.05億円 1.5％

53.94億円 56.36億円 57.73億円 7.0％ 62.90億円 11.6％

88.2％ 91.0％ 88.2％ － 91.0％ －

66,942円 68,500円 68,600円 2.5％ 69,500円 1.5％

16,162円 16,679円 17,053円 5.5％ 18,500円 10.9％

53.6％ 53.2％ 52.5％ 1.1pt△ 51.4％ 1.8pt△

58.6％ 57.8％ 57.2％ 1.4pt△ 55.6％ 2.2pt△

550人) ( 568人) ( 550人) ( 568人) (
200,908人 207,262人 200,838人 0.0％△ 207,262人 －

1,373人) ( 1,385人) ( 1,388人) ( 1,393人) (  
333,758人 337,940人 338,550人 1.4％ 340,000人 0.6％

一 次 26,459人 29,831人 25,133人 5.0％△ 27,370人 8.2％△  

二 次 9,311人 9,995人 8,469人 9.0％△ 8,697人 13.0％△

が ん 検 診
受 診 者 数

業

務

量

経

営

指

標

収

支

目

標

給 与 費
対 経 常 収 益 比 率

（ 参 考 ） 給 与 費
対 医 業 収 益 比 率

（ 一 日 平 均 ）

入 院 延 べ 患 者 数

（ 一 日 平 均 ）

外 来 延 べ 患 者 数

経 常 収 支

入 院 収 益

外 来 収 益

一 般 病 床 利 用 率

入 院 診 療 単 価

外 来 診 療 単 価
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イ 脳卒中・神経脊椎センター

開院当初の脳血管疾患に加え、神経疾患や脊椎脊髄疾患にも診療領域を拡大し、経営改善に努めて

きました。しかし、29年度は、入院患者数が前年度よりも減少していることなどから、収支が悪化する

見込みです。 

30年度は、血管内治療医の複数確保などにより、脳血管疾患医療機能の一層の充実を図ります。ま

た、新たに関節疾患へ機能を拡充し、患者増を図ります。これらにより、経営改善をさらに進め、自立

的な経営の確立を目指します。 

(ｱ) 収支目標、主な経営指標及び業務量

 

  

(ｲ) 病院概要

 

開 院 平成 11 年８月１日 
所 在 地 磯子区滝頭一丁目２番１号 
敷 地 面 積 18,503 ㎡ 
建物延床面積 病院（地下駐車場等を含む） 35,324 ㎡ 

介護老人保健施設 3,413 ㎡ 
付属施設 3,056 ㎡ 

病 床 数 300 床 
職 員 数 440 人 （平成 30 年１月現在） 

うち 医師 27 人 
（他に嘱託医５人） 
看護職員 252 人 

診 療 科 8 科 
介護老人保健施設 定員 入所 80 人、通所 33 人 
※介護老人保健施設は、指定管理者による運営及び利用料金制を導入しています。

28 年 度
決 算

29 年 度
予 算

29 年 度
決 算 見 込

対 前 年 度

決 算

30 年 度
予 算

対 前 年 度

予 算

0.14億円△ 1.70億円 2.22億円△ 0.73億円

44.31億円 47.47億円 43.46億円 1.9％△ 48.40億円 2.0％

5.17億円 7.20億円 5.39億円 4.2％ 7.20億円 －

81.5％ 85.0％ 77.9％ 3.6pt△ 85.0％ －

49,631円 51,000円 50,934円 2.6％ 52,000円 2.0％

11,386円 12,300円 11,823円 3.8％ 12,300円 －

57.3％ 54.9％ 58.0％ 0.7pt 55.1％ 0.2pt

86.8％ 81.0％ 88.6％ 1.8pt 80.9％ 0.1pt△

245人) ( 255人) ( 234人) ( 255人) (
89,287人 93,075人 85,321人 4.4％△ 93,075人 －

187人) ( 240人) ( 187人) ( 240人) (
45,420人 58,560人 45,558人 0.3％ 58,560人 －

収

支

目

標

経 常 収 支

入 院 収 益

外 来 収 益

経

営

指

標

病 床 利 用 率

入 院 診 療 単 価

外 来 診 療 単 価

給 与 費
対 経 常 収 益 比 率

（ 参 考 ） 給 与 費
対 医 業 収 益 比 率

業

務

量

（ 一 日 平 均 ）

入 院 延 べ 患 者 数

（ 一 日 平 均 ）

外 来 延 べ 患 者 数

※表中の数字は各項目で四捨五入しています。また、29 年度決算見込みは、29 年 12 月末時点のものです。

※給与費対医業収益比率における医業収益は、一般会計繰入金を除いた金額です。
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ウ みなと赤十字病院

みなと赤十字病院は、日本赤十字社を指定管理者とし、市との協定に基づいて救急、アレルギー疾

患、災害時医療などの政策的医療等を安定的に提供しています。 

30年度も引き続き質の高い医療が提供されるよう、市として指定管理者の取組の点検・評価を適確

に行っていきます。 

(ｱ) 病院事業会計における経常収支 （利用料金制）

(ｲ) 日本赤十字の収支目標、主な経営指標及び業務量 <日本赤十字社決算報告書、事業計画書より>

 

 

 

 

 

 

(ｳ) 病院概要

開 院 平成 17 年４月１日 
所 在 地 中区新山下三丁目 12 番１号 
敷 地 面 積 28,613 ㎡ 
建物延床面積 74,148 ㎡（地下駐車場等を含む） 
病 床 数 634 床 （一般 584 床、精神 50 床） 
職 員 数 1,169 人 （平成 30 年１月現在） 

うち 医師 126 人 
（他に後期研修医・嘱託医 96 人） 
看護職員 640 人 

診 療 科 36 科 

※表中の数字は各項目で四捨五入しています。また、29 年度決算見込みは、29 年 12 月末時点のものです。

※給与費対医業収益比率における医業収益は、一般会計繰入金を除いた金額です。

28 年 度
決 算

29 年 度
予 算

29 年 度
決 算 見 込

対 前 年 度

決 算

30 年 度
予 算

対 前 年 度

予 算

収

支

目

標

0.70億円 0.33億円 0.43億円△ 0.07億円経 常 収 支

28 年 度
決 算

29 年 度
予 算

29 年 度
決 算 見 込

対 前 年 度

決 算

30 年 度
予 算

対 前 年 度

予 算

0.37億円△ 0.99億円 5.28億円△ 0.77億円

149.45億円 157.69億円 148.68億円 0.5％△ 158.49億円 0.5％

37.19億円 38.26億円 39.71億円 6.8％ 42.49億円 11.1％

86.6％ 87.4％ 84.4％ 2.2pt△ 86.9％ 0.5pt△

76,130円 79,523円 77,733円 2.1％ 80,446円 1.2％

13,460円 13,929円 14,198円 5.5％ 15,041円 8.0％

48.9％ 47.9％ 49.9％ 1.0pt 48.5％ 0.6pt

50.7％ 49.5％ 51.8％ 1.1pt 50.1％ 0.6pt

538人) ( 543人) ( 524人) ( 540人) (
196,307人 198,300人 191,271人 2.6％△ 197,009人 0.7％△  

1,137人) ( 1,126人) ( 1,146人) ( 1,158人) (  
276,284人 274,657人 279,716人 1.2％ 282,513人 2.9％

業

務

量

（ 一 日 平 均 ）

入 院 延 べ 患 者 数

（ 一 日 平 均 ）

外 来 延 べ 患 者 数

収

支

目

標

経 常 収 支

入 院 収 益

外 来 収 益

経

営

指

標

一 般 病 床 利 用 率

入 院 診 療 単 価

外 来 診 療 単 価

給 与 費
対 経 常 収 益 比 率

（ 参 考 ） 給 与 費
対 医 業 収 益 比 率
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